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周防大島町陸上競技場及び周防大島町総合体育館 

指定管理者業務仕様書 

 

指定管理者が行う業務の範囲は、周防大島町陸上競技場及び周防大島町総合体育館指

定管理者募集要項に定めるもののほか、この業務仕様書に従い実施するものとする。 

 

１ 施設の管理業務に関する基本的方針 

本町は、町民一人ひとりが年齢・体力・目的に応じて生涯にわたって親しむことが

できるよう、生涯スポーツの振興に取り組んでいる。 

周防大島町陸上競技場及び周防大島町総合体育は、屋内外スポーツを一体的かつ大

規模に実施できる施設である。陸上競技場については、人工芝、全天候型舗装トラ

ックを整備している。 

指定管理者による管理運営に当たっては、次の基本方針に沿って行うこと。 

(1) 周防大島町の公の施設であることを常に念頭におき、町民の福祉の増進に努め、

町民の公平な利用に供するよう管理運営を行うこと。 

(2) 施設の設置目的である「体育の普及振興と町民の心身の健全な発展」に資する

よう適切な管理運営を行うこと。 

(3) サービス水準の維持向上に努め、安定的かつ継続的なサービスの提供がなされ

るよう管理運営を行うこと。 

(4) 町民の生涯スポーツの振興に努めるとともに、町外スポーツ団体等の招致を勧

め、施設の利用促進を図ること。 

(5) 周防大島町総合計画その他周防大島町の各種施策との整合性を図りながら施設

の管理運営を行うこと。 

(6) 利用者や地域住民の声を常に把握し、施設の管理運営に反映させること。 

(7) 最少の経費で最大の効果を挙げるよう管理運営の効率化に努めること。 

 

２ 使用時間（開館時間）及び休場日（休館日） 

設置条例に定める使用時間（開館時間）及び休場日（休館日）は次のとおり。 

ただし、必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、休場日

（休館日）、使用時間（開館時間）を変更し、若しくは別に定めることができる。 

(1) 陸上競技場 

①使用時間 

午前９時から日没まで 

②休場日 

１２月２９日から１月３日まで 

 

資料 １ 



 2 

 

(2) 総合体育館 

①開館時間 

午前９時から午後１０時まで 

②休館日 

１２月２９日から１月３日まで 

 

３ 職員配置体制 

供用時間には、次の職員を配置すること。 

(1) 陸上競技場及び総合体育館の管理運営を行う責任者を配置すること。 

(2) 陸上競技場及び総合体育館の日常業務を行う事務員を配置すること。 

(3) 休日、夜間の使用に対応できる職員を配置すること。 

※職員の配置に当たっては、事務室に職員1名を常駐させる体制とする。 

※防火管理者の選任は必須とする。 

(4) その他 

総合体育館のトレーニングルームにトレーニング指導員を配置すること。 

※（財）健康・体力づくり事業財団が認定する健康運動指導士等、トレーニン

グ機器を使用して指導できる資格を有すること 

 

４ 事業実施に関する業務 

(1) 受付・案内等に関すること 

① 電話等の問い合せに対し、丁寧な対応と適切な案内を行うこと。 

② 利用者に対して、必要に応じて施設内の案内・説明を行うこと。 

(2) 施設及び設備の使用の受付、案内業務（陸上競技場、総合体育館共通） 

① 施設、設備の予約受付及び予約状況の管理を行うこと。 

② 使用申込者に対して、手続き・使用方法等の説明を行うこと。 

③ 諸設備、機器、備品等を適切に管理し、貸出を行うこと。 

④ 使用終了後使用した設備等の点検確認を行うこと。 

⑤ 使用終了後、施錠の確認を行うこと。 

⑥ 施設紹介パンフレット、利用案内の作成及び配布を行うこと。 

(3) 利用調整に関すること（（陸上競技場、総合体育館共通） 

教育委員会、体育協会等の関わるスポーツ大会及び町関係行事における会場使

用については、優先的に利用を承認し、本町生涯スポーツの振興と円滑な行政運

営の推進に努めること。 

 

 



 3 

(4) トレーニング教室に関すること（総合体育館） 

① トレーニングルームにおけるトレーニング教室を実施するとともに、自主グル

ープの育成を図ること。 

② 教室は、月２回以上実施すること。 

③ おおむね１０名以上の受講者で実施すること。 

④ 受講者から教室開催に伴う受講料及び実費負担（材料費等）を徴収することが

できる。 

⑤ 受講料等教室実施に伴うすべての収入及び支出は、指定管理者の管理運営に係

る業務の会計で処理すること。 

⑥ 教室開催に当たっては、実施要項又は募集要項を事前に教育委員会へ提出する

こと。 

(5) 施設の利用促進に関すること 

施設を有効活用し、設置目的が達成できるよう、施設の利用促進を図ること。特

に施設の特徴を生かし、町外スポーツ団体等の招致活動に努めること。 

① 宣伝・広報業務 

施設の利用促進に有効な宣伝広報の実施 

② 招致活動業務 

各種団体等への招致活動の実施 

旅行業者との連携強化 

 

５ 施設の使用承認等に関する業務 

(1)「利用の手引」等を作成し利用者に周知すること。 

(2) 施設の使用許可、承認等の実施（陸上競技場、総合体育館共通） 

各施設の設置条例に基づき、使用許可申請書等を作成し、施設の使用の許可承

認等を実施すること。 

(3) 利用料金の徴収に関する事務（陸上競技場、総合体育館共通） 

① 利用料金は、各施設設置条例の規定による金額の範囲内で、教育委員会の承認

を得て定めるものとする。 

② 指定管理者は、利用料金を指定管理者の収入として収受するものとする。 

③ 指定管理者は、町長の承認を得て、利用料金の減額、減免をすることができる。 

④ 納付された利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者が特別の理由がある

と認めるときは、その全部又は一部を返還することができる。 

⑤ 利用料金以外の業務提供について別途料金を徴収する場合は、教育委員会の承

認を得ること。 
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６ 施設の維持管理に関する業務 

(1) 施設、設備等の維持に関する管理 

施設、設備等の維持管理業務の実施に当たっては、利用者が安全かつ快適に施

設を利用できるよう、関係法令の規定に基づき、施設、設備等の全般の機能を良

好に維持管理し、運用すること。 

清掃業務、警備業務、保守点検業務等の標準的な内容は、別表１のとおりとす

る。 

①修繕等 

ア 施設管理上のトラブルが原因で町民等の利用に支障が生じることのな

いよう、施設及び設備全般について、破損、故障等が発生した場合又は短

期間のうちに確実に破損、故障等が発生すると見込まれる場合は、速やか

に修繕等を行うこと。 

イ 消防法等の法定要件に係るもの、利用者の安全管理上必然と思われる修

繕等については、遅滞なく対応すること。 

ウ 修繕等を行うに当たっては、緊急に実施する必要のある場合を除き、事

前に町の承認を得ること。 

エ 修繕等を行った場合は、実施内容について町に報告し、貸与する施設の

図面に該当する部分がある場合にはこれらの図面に反映させるとともに、

使用した設計図、完成図等の書面を町に提出すること。 

②備品管理 

  ア 町が備え付ける備品（事務機器含む。）は別表２のとおりとする。 

イ 備品は、町民等の利用に支障が生じることのないよう、安全面、衛生面及

び機能面に留意して適切な管理を行うとともに、不具合の生じた備品につい

ては、随時修繕を行うこと。 

ウ 施設の管理に当たっては、指定管理者と町は、備付けの備品（別表２）に

ついて物品使用貸借契約書を締結するものとする。 

エ 備付けの備品の廃棄は、町において行うこととし、指定管理者が備品の調

達及び廃棄については、事前に町と協議すること。 

③敷地内車道管理 

敷地内車道に車両を駐車させないよう監視を行うこと。有料施設利用者が荷物

の搬入出のために一時的に駐停車を行う場合、車両の誘導等を適切に行うこと。 

(2) 防災業務 

①地震、火災、風水害等の災害及び事故による傷病等が発生した場合に迅速

かつ的確な対応ができるよう、防災計画を定めるとともに、日頃から訓練を

行い、利用者、職員等の安全確保を図ること。 

②災害等の緊急事態が発生した場合には、被害が最小になるように迅速かつ
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最善の対応を取るとともに、直ちに町に報告すること。 

③施設の利用者等の急な傷病等に適切に対応できるよう、近隣の医療機関と

連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。 

 

７ 管理業務に付随する業務 

(1) 事業報告 

指定管理者は、以下の報告書類を協定で定めるところにより提出するほか、周

防大島町が要求する報告書類については、適宜提出すること。 

①毎月終了後に提出する報告書類 

当該月の管理業務の実施状況報告書（施設の利用状況、使用の承認等の状況、

利用料金の収入状況、修繕工事の実施状況等） 

 

②毎年度終了後に提出する報告書類 

ア 当該年度の管理業務の実施状況報告書（施設の利用状況、使用の承認等の

状況、利用料金の収入状況、修繕工事の実施状況、環境への配慮に係る取組

状況等） 

イ 当該年度の管理に係る収支決算書 

ウ 施設の利用に係る各種統計書類 

エ 当該年度の団体の経営状況を説明する書類（収支（損益）計算書、貸借対照

表等） 

 (2) 広報業務 

指定管理者は、町と連携しながら、リーフレット、情報誌の作成、インターネ

ットホームページなどにより施設のＰＲや情報提供を行うこと。 

また、観光交流人口の拡大、施設の情報発信と施設相互間の情報交換や職員の

資質向上を図ることを目的とする「周防大島町社会教育施設連携協議会」に構成

員として参画し、当該協議会の事業に積極的に取り組むこと。 

(3) 人材の育成 

管理業務の従事者に対して業務上必要とされる研修、指導教育を実施し、管理

に支障が及ばないよう万全を期すること。 

(4) 利用者等の要望・苦情処理 

施設の管理に関して利用者その他の町民からの要望、苦情等は、指定管理者に

おいて迅速かつ適切に対応し、随時周防大島町に報告すること。また周防大島町

になされた要望、苦情等の対応上必要と認めるときは、指定管理者に対し報告を

求め、現地を調査し、又は必要な指示を行う。 

(5) 利用者等へのアンケートの実施及び業務の改善 

指定管理者は、利用者及び来館者へアンケートを実施するなどして、利用者等
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の意見・要望を把握し、業務改善等管理運営に反映するよう努めること。 

なお、アンケート結果及び業務改善状況については、随時周防大島町に報告す

ること。 

また、適宜事業評価を実施し、業務の改善に努めること。 

(6) 町及び関係機関との連絡調整 

①町との連絡調整 

管理業務は、後日、町と締結する協定に基づき実施することとなるが、協定書

に定めのない事項及び管理上疑義を生じた場合は、町と協議の上これを決定す

るものとする。なお、施設の管理運営に係る各種規程、要綱、マニュアル等を

作成する場合は、町と協議すること。 

②関係機関との連絡調整 

施設の管理業務の遂行に当たっては、利用者団体、地元自治会等との良好な関

係を維持するとともに、必要に応じ連絡調整を行うこと。 

(7) 引継ぎ業務 

指定管理者は、指定期間の満了の日までに、必要な事項を記載した業務引継ぎ

書等を作成し、新たな指定管理者との間で、速やかに業務引継ぎを行うこと。ま

た、新旧指定管理者は、業務引継ぎの完了を示す書面を取り交わし、その写しを

周防大島町に提出すること。 

(8) 自主事業の実施 

各施設の設置条例の設置目的に則した範囲内で、かつ本来業務の実施を妨げな

い範囲内において、指定管理者の責任と費用により自主事業を実施できる。 

  ①実施に当たっては事前に町長の承認を受けること。この場合、指定管理者の管理

運営に係る業務の会計とは区分して経理を行うこと。 

②一般の利用を妨げないよう配慮するとともに、町民が利用しやすいような料金を

設定すること。 

③参加料等については、実施事業の収支のバランスを見て不適切に高い料金を設定

しないよう考慮すること。 

④物販等の事業を行うために必要な施設の設置は、行政財産の目的外使用となる

ことから、町に対し、別添使用許可申請を行うとともに、周防大島町が定める

使用料を支払うこと。  

(9) その他管理業務に付随する一切の業務 


